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「商店街への自動体外式除細動器（AED）整備支援に関連する 救命講習 
の実施について（協力依頼）」通知の発出について 

 
 
 今般、標記の通知を発出致しました。概略は以下の通りです。 
 

①  平成 19 年 6 月 4 日より、中小企業庁において、「平成１９年度少子高齢化等対応

中小企業活性事業（第二次）」のメニューの一つとして、商店街への自動体外式除細

動器（AED）整備補助に関する募集を開始したところ。 
 
②  補助の条件として、 

・ 自動体外式除細動器（AED）を整備する商店街等において、年度内に救命講習

を受講すること。 
・ 自動体外式除細動器（AED）の整備場所について、広く来街者・地域住民等に

周知するよう努めること。 
が挙げられている。 

  
③  上記補助事業に関し、平成１９年５月２５日付け経済産業省中小企業庁経営支援

部商業課長より消防庁救急企画室長宛、救命講習実施についての協力依頼があった。

  
④  総務省消防庁としても、中小企業庁の行う本補助事業に連携・協力する観点から、

積極的な応急手当講習実施のお願いを、各都道府県消防防災主管部局を通じて、各

消防本部に依頼したもの（本通知）。 
  
⑤  なお、全国の消防本部により実施された応急手当講習の受講者数は、平成 17 年中

で約 121.6 万人（「平成１８年度版救急・救助の現況」より）となっている。 
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商店街への自動体外式除細動器（AED）整備支援に関連する 
救命講習の実施について（協力依頼） 

 
 
 
 今般、経済産業省中小企業庁経営支援部商業課長より別添（「商店街への AED（自動体

外式除細動器）の整備支援について（協力依頼）（平成 19 年５月２５日付け」）のとおり、

当職宛に協力依頼がありました。 
 平成 16 年 7 月から一般市民も含めた非医療従事者による AED の使用が可能となって以

降、救急現場に居合わせた一般市民（バイスタンダー）による除細動が行われた心肺停止

症例の蘇生率は、行われなかった事例に比較し、顕著に高いなど大きな救命効果が得られ

ます。 
住民に対する応急手当の普及啓発については、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する

実施要綱」（平成５年 3 月 30 日付け消防救第 41 号）に基づき、各消防機関において、積

極的に実施されていますが、今後、標記の AED 整備支援に関連して、商店街の構成員等

から、AED や救命講習に係る問い合わせや救命講習の受講申し込みがなされることが想定

されますので、貴職におかれては、貴都道府県内市町村（消防の事務を処理する組合を含

む。）にこの旨を周知のうえ、取組の趣旨を踏まえ積極的に協力されるよう、助言・指導頂

くことをお願いいたします。 
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消防庁救急企画室 奥山、小浜 
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